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記     録 

令和４年９月定例会において、本委員会に付託を受けた議案６件と請願１件及び陳情１件について 

委員会を開催し、審査を行いました。また、企画広報課より報告事項がありましたので、それらの概要 

については以下のとおりです。 
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■委員長挨拶により開会 

 

●まず、付託を受けた第 20 号議案「四万十市職員の育児休業等に関する条例の一部を改正する条例」

について審査を行った。 

【説明：岡本総務課長】 

 これは、地方公務員の育児休業等に関する法律等の一部改正に伴う育児休業の取得回数制限の緩和の

ほか、非常勤職員にかかる育児休業の取得要件の緩和について国家公務員と同様の措置を講じるため、

本条例の一部を改正するものである。 

主な改正内容は、一般職員においては子が 3歳に達するまで育児休業が原則 2回まで取れるようにな

る点と、10 月からは育児休業等計画書の提出によらず再度の育児休業の取得が可能となるためこの計画

書の提出部分が廃止となる点である。 

また、非常勤職員の育児休業取得にかかる要件の緩和として、子の出生から 52日間の期間の末日か

ら 6ヶ月を経過する以降も同一任命権者者に任用される可能性がある場合に、育児休業が取得できるよ

うに改正するものである。 

※質疑なく終了 

 採決の結果、全会一致で原案のとおり可決すべきものと決した。 

 

●続いて、第 21 号議案「四万十市職員の退職手当に関する条例の一部を改正する条例」について審査

を行った。 

【説明：岡本総務課長】 

 本改正条例については、国家公務員退職手当法の適用を受ける非常勤職員等について、及び国家公務

員退職手当の運用方針が国において一部改正されたことに伴い、非常勤職員の退職手当の支給要件の緩

和について国家公務員と同様の措置を講じるため一部改正するもの。施行期日は10月 1日からとなる。

具体的には、非常勤職員・フルタイムの会計年度任用職員が該当し、６ヶ月を超えたら支給要件に該当

することとなる。具体的には、例えば要勤務日数が 20日であれば現行 18日が要件に該当するが、土日

祝日の関係で 19 日しか勤務する日がない場合には 17 日、また 18日しか勤務する日がない場合には 16

日というふうに要件を緩和するものである。 

【質疑：上岡委員】 

 改正前に、曜日が少なくて、退職金の対象にならなかった職員は 1年間でどれぐらい居るのか。 

【答弁：岡本総務課長】 

会計年度任用職員制度は令和２年４月から始まっており、それ以降１～２名程度該当になっていた。 

※他に質疑なく終了。 

 採決の結果、全会一致で原案のとおり可決すべきものと決した。 

 

●次に、第 22号議案「四万十市税条例の一部を改正する条例」の審査を行った。 

【説明：村上税務課長】 

 地方税法の一部を改正する法律の公布に伴い、地方税法が改正されたことから本条例の一部を改正し、

規定を整備するもの。内容としては、住民税関係で３点、固定資産税関係で１点である。 

住民税関係の１点目は、個人市民税における上場株式等の配当所得に係る申告書関係で、配当所得の

申告を所得税と住民税で課税方式を一致させる所要の措置を講じるものである。今回の税制改正により、

所得税と住民税における異なる課税方式の選択制を廃止し、所得で選択した課税方式に住民税の課税方
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式を一致するように見直すものである。 

２点目は、個人市民税における合計所得金額に係る規定の整備として、給与所得者及び公的年金受給

者の扶養親族申告書に退職手当を有する配偶者及び扶養親族の氏名の記載を追加するものである。所得

税と住民税では控除の対象の配偶者や利用者が退職所得をもらっている場合、控除の判断が違っており、

給与支払報告書や公的年金等支払報告書に退職者手当をもらっている扶養親族の氏名を記載すること

で、市が市民税を課税するための必要な情報、扶養控除の対象者かどうかを把握できるように措置する

ものとなっている。 

３点目は、個人市民税における住宅ローン控除の延長と見直しである。住宅ローン控除適用の対象と

なる居住年を令和７年 12月 31 まで延長し、所得税から控除しきれない金額を控除限度額の範囲内で個

人住民税から控除するものとなっている。 

固定資産税関係では、固定資産税課税台帳の閲覧証明の交付における DV被害者等の支援措置となっ

ており、固定資産税台帳に記載された情報について DV被害者等の支援措置を明確にするために、DV被

害者の登記簿上の住所に替わる事項が登記署より通知された場合、総務省で定める場合、住所に関わる

事項を市町村においても閲覧等を通じて、DV 被害者等の登記簿上の住所が漏れないようにする措置を講

ずるものとなっている。住所に替わる事項は、対象者が依頼した弁護士事務所や被害者支援団体事務所

及び法務局の所在地など、となっている。 

※質疑なく終了 

 採決の結果、全会一致で原案のとおり可決すべきものと決した。 

 

●次に、第 23 号議案「四万十市営住宅設置及び管理に関する条例の一部を改正する条例」の審査を行

った。 

【説明：竹田財政課長】 

今回条例より削除する具同団地共同住宅、竹屋敷団地共同住宅及び津野川住宅については、耐用年限

を経過し老朽化が進んでいることから、四万十市公営住宅等長寿命化計画において用途廃止する計画と

していた。具同団地共同住宅及び津野川住宅については、令和３年度中に全ての入居者の移転が完了し

たこと、また竹屋敷団地共同住宅については、現在の入居者から当該住宅の譲渡の要望があり、今年度

中に譲渡の手続きを進めていることから、当該３施設を条例から削除するもの。 

【質疑：上岡委員】 

竹屋敷団地共同住宅の譲渡は年度内に間違いなくできるのか。 

【答弁：竹田財政課長】 

譲渡に必要な国の許可はすでに得ている。当該入居者とも話が済み、具体的な手続きをする段階にな

っていて、今年度中に譲渡が完了する予定である。 

【質疑：上岡委員】 

民法に基づいてするのか。自治法に基づいて判をもらって契約するのか。 

【答弁：竹田財政課長】 

判をもらって契約する。 

※他に質疑なく終了。 

 採決の結果、全会一致で原案のとおり可決すべきものと決した。 

 

●次に、第 24号議案「辺地総合整備計画の変更について」審査を行った。 

【説明：竹田財政課長】 
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まず辺地総合整備計画について説明。令和２年度に、令和３年度から令和７年度までの５ヶ年計画と

して、中村地域の９辺地、西土佐地域の４辺地の計 13辺地で計画を策定しているが、計画に未記載の

事業及び事業費の増額が必要となる事業があるため、今回３辺地の計画変更を行うもの。 

富山東部辺地については、計画に位置づけている林道片魚四手ノ川線の工事費の増額。 

大川筋辺地については、市道事業費の増額及びレクリエーション施設の追加。市道については橋梁の

長寿命化修繕計画に基づく道路メンテナンス事業として、三里の沈下橋の修繕対策事業費の増額。レク

リエーション施設はかわらっこの給湯器の更新について計画に追加するもの。 

西土佐西部辺地については、計画に位置づけている林道日見須大成川線の工事費の増額である。 

【質疑：上岡委員】 

 計画して２年目でこれだけの見直しが必要となるのは、計画性がおかしいのではないか。 

【答弁：竹田財政課長】 

当初計画を立てるときには各所管課から５年間分の事業費の見積もりをもらって立てている。計画が

甘いと言われればその通りであるが、事業費が当初より必要になったとか、今回かわらっこの給湯器は

途中で故障したもので、できるだけ有利な起債が借りられることで追加をした。次回の５か年の計画時

には、できるだけ精査した上で計画を立てるようにしたい。 

【質疑：上岡委員】 

市道・林道合わせて２億円ほどの増額となっている。あまりにも額が大きい。もう少し説明が欲しい。 

【答弁：竹田財政課長】 

辺地計画に載せている事業を全てこの通りやっていくわけではないが、計画に載せてないと借りられ

ないということもあり計画の変更を行っている。 

※他に質疑なく終了 

採決の結果、全会一致で原案のとおり可決すべきものと決した。 

 

●次に、第 25号議案「四万十市過疎地域持続的発展計画の変更について」審査を行った。 

【説明：小谷総合支所長兼地域企画課長】 

西土佐地域は、過疎の指定を受けており、地域の持続的発展を図るため現状や課題を整理し、その対

策や事業などを整理した四万十市過疎地域持続的発展計画を定めている。令和４年度に実施する事業を

この計画に反映するため、取り組みや具体事業を掲載するもの。 

具体の事業は、栗産地再生事業、クリーンセンター西土佐機器等整備改修、公営住宅屋上防水工事、

保健センター屋上防水工事及び西土佐中学校屋上防水工事となっている。 

【質疑：上岡委員】 

クリーンセンターの修理費が、規模の割にものすごく高い。以前、一般質問で、中村地域には、名鹿

にし尿処理場がある。市の人口も減り、そこで西土佐分も一緒に処理できるのではと質問したことがあ

るが、それについては検討したのか。 

【説明：小谷総合支所長兼地域企画課長】 

 一般質問を受け検討はされたが、現状、国道 441 号の改良や、し尿を積んだ車の往来などを考えた時

に、いつ頃という予定にはいたっていない。今回の機器の改修等については、長期に渡り使用している

ので、どうしても改修を必要とするものである。 

※他に質疑なく終了 

採決の結果、全会一致で原案のとおり可決すべきものと決した。 
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●次に、請願受理番号第１号「学校法人京都育英館との新たな契約及び協定の締結に関する請願」の審

査を行った。 

 まず、紹介議員の川渕議員から説明を受けた。 

【説明：川渕誠司議員】 

本請願の請願者は、永野 和久 氏、岩瀬 幸吉 氏、渡辺 晶弘 氏の３名。 

文面を読み上げ、請願の趣旨及び理由について説明。 

今回、私の９月の一般質問において、この請願事項に関わる内容についても関連で質問しており、明

らかになったことがあるので、そのことについても付け加えさせていただく。 

法人に新学部の長期経営計画を提出させることについては確認をした。４年間の契約であり、これは

短期の経営計画であって、最低でも 10年以上の経営計画が必要と思う点で不十分だと思われる。 

２番目、10年間は用途変更や撤退を行わないことについても確認した。もし早く終わってしまった場

合に、市は学校法人に対して請求ができるのかという質問をしたが、今の使用貸借契約の中ではそうい

う条項を謳っていないのでできない、という返答があった。そのため、この請願事項については非常に

重要なことだと思っている。 

委員の皆様の熱心なご討議によって、採択していただけるよう、よろしくお願いいたします。 

 ― 小休 ― 

 〇補足説明 

 ― 正会 ― 

【谷田委員】 

10 年ぐらいの長期計画を提出することや、10年間撤退を行なわいないことは、ごく当たり前のこと。

この請願の３つの内容について、委員会でどう扱うかということになると思う。これは非常に大事な問

題と思っている。 

 ― 小休 ― 

 ― 正会 ― 

【前田委員】 

４月１日付けの土地建物の使用貸借契約この中でだいたい網羅されていることを、再び求めるという

ことをすると、相手方との信頼関係が損なわれることも考える。強くは求めていないが、おそらくこの

賃貸借契約でなされることと判断している。 

【上岡委員】 

 この契約書に網羅されていると言ったが、仮に 10 年以内に撤退もしくは用途変更され、補助金を返

還するとなったとき、この契約のどこで戻してもらえるようになっているのか。国からの補助金５億

4000 万円を、大学側から戻してもらえるような契約書にはなってないと思うが。 

【前田委員】 

 文面にはなっていないが、貸付期間が 2022 年 4月 1 日から 43年 3月 1日と書かれている。この契約

を持って大学を進めていくことで、運営が成り立っていくのではないかと思っている。 

【上岡委員】 

 今は大手の会社でも 100 年続いたというのは珍しい。そういう中で、国からの補助金を大学側にやる

わけだが、10年以内に撤退した場合の担保がされていない。相手を疑う契約はよろしくないが、市民に

新たな負担がかかる可能性が出ている。返還命令がきたとき、国からの補助金については、大学の方が

責任もって四万十市に返す、という一句を入れたら市民にも責任が果たせる。やまらんことは間違いな

いが、なんぼ信用がある相手でも、請願事項の２番についてはどうしても担保を取っとかないかん。前
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の契約で十分ということではない。 

【前田委員】 

 標題に新たな契約及び協定の締結とあるが、４月１日の契約書を一旦破棄する形になったりしないか。 

【上岡委員】 

 国からもらった補助金について、撤退した場合、その部分だけに新たな契約を結ぶものと思っている。 

【紹介議員：川渕議員】 

 わざわざそれを破棄しなくても、新たにその件についてだけ結べばいい。両方が合意して、新たに作

り直すとなればまた別だが、そうでない場合はその部分だけつけ加えればいい。新しいものを作ればい

い。 

【西尾委員長】 

今回の請願に関しては、新たな契約をということであり、今あるものは破棄しなくていいという回答

である。 

【上岡委員】 

 学校法人に、新学部の長期経営計画を示していただかないといけないと思う。10 年云々いいよるけど

最低でも 20 年は続いてもらわんといかんと思っている。お金を出す側として、当然示していただかな

いかん。それについてどう思うか。 

【川村委員】 

 計画等については、ある程度の把握等必要とは思う。今回の請願で、私が懸念しているのは、３番目

の法人が違反した場合の賠償を求める契約または協定を締結することという部分。請願という形で議会

や委員会で採択した場合、今後学校法人だけでなく、例えば企業誘致する上で、相手方の企業が難色を

示したりする可能性も生じるのではないかと考えている。 

【上岡委員】 

 言われることは同感する部分が多い。そのことは大いにわかる。 

今回請願事項が３つあるが、それぞれの考えがあると思う。個々に分けたら賛成できるものもあるか

もしれない。そういうことも踏まえて意見いうてもろうて。私は、市民に新たな負担がかからんように

担保を取らないかんと思っている。そこだけは譲れない部分。 

【谷田委員】 

 ３番目の、違反した場合の賠償を求める項目については、学校法人に対して 10 億以上投入している

中で出てきている請願事項である。一般的な民間が企業誘致で来るというレベルの話ではなく、この項

目について真摯に考えて討論をしてもらったらいいと思う。ここはすごい大事にせんといかん部分であ

り、いれてほしいと私は思っている。 

【上岡委員】 

 ３つ目の新学部設定運営に係る協定及び契約に、法人が違反した場合の賠償を求める契約または協定

を締結すること、の具体について教えてください。 

 ― 小休 ― 

 ― 正会 ― 

【委員外議員：寺尾議員】 

 請願者の代表について、請願の理由の中にも名称のある下田地域の明るい未来を願う会を使わずに、

３名になったのには何か理由があるのか。 

【紹介議員：川渕議員】 

 特にない。 
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【委員外議員：寺尾議員】 

 この会としては出さないという方針で出したということか。 

【紹介議員：川渕議員】 

 請願の提出期限に間に合わせるために３名で出した。全員に確認する時間がなかったということだと

思う。 

【委員外議員：寺尾議員】 

 岩瀬区長が言われた、中学校を下ろしてまでの理由もこの背景に含まれている請願になっているか。 

【紹介議員：川渕議員】 

 深い背景には当然あるだろうが、この請願はこの内容で判断をお願いしたい。 

【委員外議員：寺尾議員】 

 用途変更に関する制限について、前向きな用途変更についても制限をかけるということでよいか。 

【紹介議員：川渕議員】 

 そこの判断は難しい。前向きと後ろ向きとか。だから必要だと思う。 

【委員外議員：寺尾議員】 

 前向きでも後ろ向きでも判断が難しいので、制限をこれでは行わないということでかけるということ

か。 

【紹介議員：川渕議員】 

 用途変更しないというのは実は使用貸借契約に入っている。ただし、市が認めたときはその限りでは

ないという条項が入っており、それでは非常に曖昧になるので、そこはきちんと定めるべきではないか

ということだろう。 

― 小休 ― 

 ― 正会 ― 

 

― 休憩 ― 

 ― 正会 ― 

 

 ― 小休 ― 

 ○協議、採決方法の確認 

 ― 正会 ― 

【西尾委員長】 

採決方法を確認したので採決に移りたいと思う。 

（異議なし） 

審査の結果、挙手採決し、賛成少数で請願受理番号第１号は不採択と決した。 

 

●次に、陳情受理番号第１号「消費税インボイス制度の実施延期を求める意見書採択のお願い」の審査

を行った。 

 ― 小休 ― 

 ○陳情者より補足説明 

 ― 正会 ― 

【前田委員】 

 事務負担の増加や小さい事業者の廃業の恐れ、公平性が保たれるか、また、コロナが蔓延している今
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の時期にこれをやる必要があるか等、反対の理由はこの文面等からもわかるが、やはり公平性を保つと

いうところで、インボイスも導入しないといけないのではないか。 

【谷田委員】 

 公平性と言うが、消費税自体が公平なのかどうか、このインボイス制度が公平なのかどうかについて、

民商の事務局としてはどんな風に思われているか。 

 ― 小休 ― 

 ― 正会 ― 

【谷田委員】 

 消費税のインボイス制度の実施については、来年の 10 月からと決まっている。国も準備をしてきた

と言ったが、準備と周知が十分にできてないので、現状、実施していくのは無理があるのではないかと

いう意見書。一人一人の議員が賛否をきちっと明らかにしながら対応していかなくてはいけないと思う。 

【山下副委員長】 

 今回の意見書は、新型コロナ感染の収束が見通せない中、消費税インボイス制度の延期を求めます、

という意見書であるが、延期期限は考えているか。 

― 小休 ― 

 ― 正会 ― 

※他に質疑なく終了 

 

 ― 小休 ― 

 ○協議、採決方法の確認 

 ― 正会 ― 

【西尾委員長】 

採決方法を確認したので採決したいと思う。 

（異議なし） 

審査の結果、挙手採決し、賛成少数で陳情受理番号第１号は不採択と決した。 

 

●次に、所管事項の報告として、企画広報課副参事より大学誘致推進事業にかかる報告があった。 

【説明：中田企画広報課副参事】 

大学誘致にかかる認定地域再生計画について報告させていただく。 

１つ目の認定番号令和３年地再認定第 1193 号は、旧下田中学校校舎体育館が国庫補助を受けて整備

された施設であることから、補助対象財産の転用手続きの一元化、迅速化として、補助金で整備された

公立学校施設の財産処分手続きの弾力化による支援措置により作成したものである。中医学研究所と下

田中学校施設を利用し、看護大学を誘致することで、人口減少の抑制と地域経済の活性化及び社会の変

化に応じて期待される質の高い看護師の確保を図る。施設は、遊休化する下田中学校施設を学校法人に

無償貸与し、学校法人が整備を行い、市は整備に対し補助するとした計画について認定を受けたことに

より、10年未満での財産処分にあたっても、国庫補助の返還が必要ないことになっている。 

２つ目の認定番号令和４年地再変更第 950 号は、地方創生拠点整備事業を活用した市による段階的施

設整備に変更したため、計画本体及び工程表等に齟齬が生じたことから、従前の計画を変更し認定され

たもので、事業の概要と工程表についての変更が主となる。 

３つ目の認定番号令和４年地再認定第 995 号は、これまでの地域再生計画とは支援措置が異なるもの

で、まち・ひと・しごと創生交付金により作成した計画となっている。京都看護大学を核とした健康づ
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くり推進センターとして旧下田中学校校舎を整備し、看護の専門性を生かし、大学教員や学生ボランテ

ィアによる市民の健康維持増進に向けた取り組みを行うとともに、学生の力を活用して、まちのにぎわ

いの創出につなげることで、地域コミュニティの向上、地域経済の活性化など安心して健康に暮らせる

魅力あるまちづくりを構築するとした計画として認定されたものであり、地方創生拠点整備交付金にお

ける KPI も新たに設定している。 

なお、今後、体育館及び新築校舎の整備にあたり、それぞれ地域再生計画の作成を予定している。 

【質疑：上岡委員】 

 令和４年地再変更第 950 号の中で、学校法人京都育英館が行う中医学研究所の整備費用の一部につい

ては補助金の交付を行うものとするとあるが、一部ではなく全部ではないか。一部とはどういうことか。

京都育英館は何か出しているのか。 

【答弁：中田企画広報課副参事】 

 国の補助金というところもあるので、市の補助金として一部ということでの整理している。 

【質疑：上岡委員】 

 市内からの入学者が 11名となる根拠は。 

【答弁：中田企画広報課副参事】 

 四万十看護学院への入学者の内、四万十市出身者の割合から算出したものである。また、大学進学率

が一貫して上昇していることや志願者のニーズの一番が大学になっていること等を踏まえ、11 名とする

計画としている。 

【質疑：上岡委員】 

 市民も議会も馬鹿にしている。科学的根拠も統計的も全然ない。何ひとつ正しいことがない。これは

本当に大事な計画、うちにとっては、11 人が。重ねて言っておく。 

【質疑：川渕議員（委員外議員）】 

 ３つ目の地域再生計画で、事業が先導的であると認められる理由の中に自立性とある。有償貸与計画

はなくなったのではないのか。これを見ると、有償計画といえる部分があるのではないか。例えば、協

力金として貸与面積の価額の７％を充てる、となっているが、貸与面積となっている。これは、商工会

議所と連携して売店を作って、恒常的に続けるということか。 

【確認：中田企画広報課副参事】 

 有償貸与になるのかではなく、商工会議所と連携して売店運営をするか、という質問か。 

【回答：川渕議員（委員外議員）】 

 両方である。 

【答弁：中田企画広報課副参事】 

 国との協議の中で、維持管理に関する少額のお金であれば有償貸与に当たらない、という整理付にな

ったので、これは有償貸与としては考えていない。出店料として、協力金としてという書き方がいいの

ではないかということで書いている。また、売店運営や食堂運営については、商工会議所と連携しなが

ら、会員さん等々と話をしながら進めていきたいと考えている。 

【質疑：川渕議員（委員外議員）】 

 商工会議所に協力してもらい、学校法人が売店を運営していくのか。主体は学校法人か。 

【答弁：中田企画広報課副参事】 

 この計画の主体は市になる。売店運営は、市が商工会議所に委託するか、商工会議所の会員に委託す

るか、もしくは、香美市のように組合を作ってやっていくかというところまでは具体的に話を進めてい

ないが、何かしらのやり方で運営を行っていくよう考えている。 
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【質疑：川渕議員（委員外議員）】 

 市が場所を確保して稼ぐ事業をするということか。 

【答弁：中田企画広報課副参事】 

 簡単に言うとそういう形になると思う。 

【質疑：上岡委員】 

 ほんとかよ、あんた、大学に全部貸すという契約をしたがやないのか。市がどこに入っていって売店

の経営をするのか。 

【答弁：中田企画広報課副参事】 

 川渕議員から質問をいただいて答弁させてもらった。 

上岡議員から質問されているが、先ほどから自分にとっては不快な言い方をされている。それはやめ

ていただいて質問いただきたい。 

使用貸借契約上、４月１日から貸すようになっているが、貸した建物を使って事業を実施することが

できるとさせていただいている。 

【発言：西尾委員長】 

 「あんた」というような言葉を控えるように。 

【質疑：上岡委員】 

 そうします。 

それは、今、初耳である。確かに、市長が認めたら、何でもできるという契約になっている。だけど、

うちが売店の契約、これまた大きな変化である。貸した法人が、商工会議所に紹介して、商工会議所の

会員の一部がするなら別やけど。もう 1回聞くが、本当に、うちが事業主体で売店をするのか。食堂は

どうなのか。食堂だけでもえいが。 

【答弁：中田企画広報課副参事】 

 食堂の方は、これから体育館の計画を立てていくので、今計画の段階である。売店同様、食堂も市が

実施主体となって、どこかに委託契約をするような形で進めていくよう考えている。 

 ※他に質疑なく終了 

 

●次に、行政視察について協議した。 

― 小休 ― 

 〇協議、確認 

 ― 正会 ― 

 

■委員長報告については、正副委員長に一任し、委員会を終了した。  


